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令和８年第３回おいらせ町議会定例会 議案書添付参考資料 
 
№ 内  容 頁 

1 議案第38号関係 
おいらせ町教育委員会委員の任命につき同意を求めるこ

とについて 
63 

2 議案第39号関係 

地方自治法の一部改正に伴う関係条例の整理に関する条

例の制定について 
(1) おいらせ町監査委員条例 新旧対照表（抜粋） 

(2) おいらせ町病院事業の設置等に関する条例 新旧対

照表（抜粋） 

(3) おいらせ町下水道事業の設置等に関する条例 新旧

対照表（抜粋） 

64 

3 議案第40号関係 
おいらせ町職員の特殊勤務手当に関する条例 新旧対照

表（抜粋） 
66 

4 議案第41号関係 おいらせ町認可地縁団体印鑑条例 新旧対照表（抜粋） 68 

5 議案第42号関係 おいらせ町乳幼児医療費給付条例 新旧対照表（抜粋） 69 

6 議案第43号関係 おいらせ町子ども医療費助成条例 新旧対照表（抜粋） 70 

7 議案第44号関係 おいらせ町営住宅管理条例 新旧対照表（抜粋） 71 

8 議案第45号関係 
おいらせ町公共下水道の構造の基準を定める条例 新旧

対照表（抜粋） 
72 

9 議案第48号関係 
水槽付消防ポンプ自動車（百石第３分団）購入契約の締

結について 入開札一覧表 
73 

 



６３ 

１ 議案第３８号関係 
 おいらせ町教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて 
 
 
 任命する者の住所、氏名、生年月日 
 
   住  所   

   氏  名  村
むら

 山
やま

 通
みち

 徳
のり

 

   生年月日      年  月  日 
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２ 議案第３９号関係 

地方自治法の一部改正に伴う関係条例の整理に関する条例の制定について 

 (1) おいらせ町監査委員条例 新旧対照表（抜粋） 

改 正 案 現   行 

（請求又は要求等に基づく監査又は審査） （請求又は要求等に基づく監査又は審査） 

第４条 監査委員は、法第７５条第１項、第

９８条第２項、第１９９条第６項若しくは

第７項、第２３５条の２第２項、第２４２

条第１項及び第２４３条の２の９第３項の

規定による監査又は審査の請求又は要求が

あったときは、その翌日から起算して２０

日以内に監査又は審査に着手しなければな

らない。 

第４条 監査委員は、法第７５条第１項、第

９８条第２項、第１９９条第６項若しくは

第７項、第２３５条の２第２項、第２４２

条第１項及び第２４３条の２の８第３項の

規定による監査又は審査の請求又は要求が

あったときは、その翌日から起算して２０

日以内に監査又は審査に着手しなければな

らない。 

  

（職員の賠償責任の監査） （職員の賠償責任の監査） 

第９条 法第２４３条の２の９第３項の規定

による監査を求められたときは、２０日以

内に意見を付けて町長に回付しなければな

らない。 

第９条 法第２４３条の２の８第３項の規定

による監査を求められたときは、２０日以

内に意見を付けて町長に回付しなければな

らない。 

 

(2) おいらせ町病院事業の設置等に関する条例 新旧対照表（抜粋） 

改 正 案 現   行 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第５条 法第３４条において準用する地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３

条の２の９第８項の規定により病院事業の

業務に従事する職員の賠償責任の免除につ

いて議会の同意を得なければならない場合

は、当該賠償責任に係る賠償額が５万円以

上である場合とする。 

第５条 法第３４条において準用する地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３

条の２の８第８項の規定により病院事業の

業務に従事する職員の賠償責任の免除につ

いて議会の同意を得なければならない場合

は、当該賠償責任に係る賠償額が５万円以

上である場合とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６５ 

 

(3) おいらせ町下水道事業の設置等に関する条例 新旧対照表（抜粋） 

改 正 案 現   行 

（請求又は要求等に基づく監査又は審査） （請求又は要求等に基づく監査又は審査） 

第５条 法第３４条において準用する地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３

条の２の９第８項の規定により下水道事業

の業務に従事する職員の賠償責任の免除に

ついて議会の同意を得なければならない場

合は、当該賠償責任に係る賠償額が５万円

以上である場合とする。 

第５条 法第３４条において準用する地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３

条の２の８第８項の規定により下水道事業

の業務に従事する職員の賠償責任の免除に

ついて議会の同意を得なければならない場

合は、当該賠償責任に係る賠償額が５万円

以上である場合とする。 
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３ 議案第４０号関係 

おいらせ町職員の特殊勤務手当に関する条例 新旧対照表（抜粋） 

改 正 案 現   行 

（特殊勤務手当の種類） （特殊勤務手当の種類） 
第２条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりと

する。 
第２条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりと

する。 
(1) 略 (1) 略 
(2) 危険鳥獣捕獲等作業手当  
(3) 略 (2) 略 
(4) 略 (3) 略 
(5) 略 (4) 略 
(6) 略 (5) 略 
(7) 略 (6) 略 
  
（危険鳥獣捕獲等作業手当）  

第４条 危険鳥獣捕獲等作業手当は、職員が危

険鳥獣（鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適

正化に関する法律（平成１４年法律第８８

号）第２条第６項に規定する危険鳥獣をい

う。）の捕獲等をするための作業で、規則で

定めるものに従事した場合に支給する。 
２ 前項の手当の額は、作業に従事した日1日
につき１，１００円の範囲内で規則で定め

る。 

 

（待機手当） （待機手当） 
第５条 略 第４条 略 
（診療手当） （診療手当） 

第６条 略 第５条 略 
（手術手当） （手術手当） 

第７条 略 第６条 略 
（夜間看護手当） （夜間看護手当） 

第８条 略 第７条 略 
（死体処理手当） （死体処理手当） 

第９条 略 第８条 略 
（手当の支給制限） （手当の支給制限） 

第１０条 特殊勤務手当は、次の各号のいずれ

かに該当するものには支給しない。 
第９条 特殊勤務手当は、次の各号のいずれか

に該当するものには支給しない。 
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改 正 案 現   行 

(1) 第６条に規定する手当を受ける者が、そ

の月において週休日及び休日以外の日の

うち勤務しなかった日（年次有給休暇を除

く。）が１５日以上ある場合 

(1) 第５条に規定する手当を受ける者が、そ

の月において週休日及び休日以外の日の

うち勤務しなかった日（年次有給休暇を除

く。）が１５日以上ある場合 
(2) 略 (2) 略 

２ 第６条に規定する手当は、重複して支給し

ない。 
２ 第５条に規定する手当は、重複して支給し

ない。 
（手当の支給） （手当の支給） 

第１１条 略 第１０条 略 
（委任） （委任） 

第１２条 略 第１１条 略 
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４ 議案第４１号関係 

おいらせ町認可地縁団体印鑑条例 新旧対照表（抜粋） 

改 正 案 現   行 

 （印鑑の登録）  （印鑑の登録） 
第２条 認可地縁団体印鑑の登録は、認可地縁

団体の代表者及び次の各号に掲げる者が選

任されているときは当該各号に掲げる者（以

下「代表者等」という。）が受けることがで

きる。 
 (1) 地方自治法施行規則（昭和２２年内務省

令第２９号。以下「施行規則」という。）

第１８条の３第１項第６号に規定する職

務代行者 

第２条 認可地縁団体印鑑の登録は、認可地縁

団体の代表者及び次の各号に掲げる者が選

任されているときは当該各号に掲げる者（以

下「代表者等」という。）が受けることがで

きる。 
 (1) 地方自治法施行規則（昭和２２年内務省

令第２９号。以下「施行規則」という。）

第１９条第１項第１号ヘに規定する職務

代行者 
 (2)～(4) 略  (2)～(4) 略 
２ 略 ２ 略 
  
 （登録の実施）  （登録の実施） 
第４条 町長は、認可地縁団体印鑑の登録を受

けようとする者から認可地縁団体印鑑の登

録の申請があったときは、当該認可地縁団体

につき施行規則第２０条第３項に基づき作

成された台帳（以下「地縁団体登録台帳」と

いう。）の記載事項並びに個人印鑑に係る印

鑑登録原票の記載事項及び印影と照合する

ほか、当該申請書に記載されている事項等に

ついて審査した上、次条の規定により登録を

受理しない場合を除くほか、遅滞なく認可地

縁団体印鑑の登録をしなければならない。 

第４条 町長は、認可地縁団体印鑑の登録を受

けようとする者から認可地縁団体印鑑の登

録の申請があったときは、当該認可地縁団体

につき施行規則第２１条第２項に基づき作

成された台帳（以下「地縁団体登録台帳」と

いう。）の記載事項並びに個人印鑑に係る印

鑑登録原票の記載事項及び印影と照合する

ほか、当該申請書に記載されている事項等に

ついて審査した上、次条の規定により登録を

受理しない場合を除くほか、遅滞なく認可地

縁団体印鑑の登録をしなければならない。 
  
 （代理人の申請）  （代理人の申請） 
第１３条 施行規則第１８条の３第１項第７

号に規定する代理人を置いている認可地縁

団体にあっては、委任の旨を証する書面を添

えて、当該代理人により申請をすることがで

きる。 

第１３条 施行規則第１９条第１項第１号ト

に規定する代理人を置いている認可地縁団

体にあっては、委任の旨を証する書面を添え

て、当該代理人により申請をすることができ

る。 
２ 略 ２ 略 
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５ 議案第４２号関係 

おいらせ町乳幼児医療費給付条例 新旧対照表（抜粋） 

改 正 案 現   行 

（乳幼児医療費の給付方法等） （乳幼児医療費の給付方法等） 
第７条 乳幼児医療費は、乳幼児が医療の給付

を受けた医療機関等の請求に基づき、青森県

国民健康保険団体連合会又は医療情報基盤・

診療報酬審査支払機構を通じて医療機関等に

支払うものとする。 

第７条 乳幼児医療費は、乳幼児が医療の給付

を受けた医療機関等の請求に基づき、青森県

国民健康保険団体連合会又は青森県社会保険

診療報酬支払基金を通じて医療機関等に支払

うものとする。 
２・３ 略 ２・３ 略 
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６ 議案第４３号関係 

おいらせ町子ども医療費助成条例 新旧対照表（抜粋） 

改 正 案 現   行 

（子ども医療費の助成方法等） （子ども医療費の助成方法等） 
第７条 子ども医療費は、子どもが医療の給付

を受けた医療機関等の請求に基づき、青森県

国民健康保険団体連合会又は医療情報基盤・

診療報酬審査支払機構を通じて医療機関等に

支払うものとする。 

第７条 子ども医療費は、子どもが医療の給付

を受けた医療機関等の請求に基づき、青森県

国民健康保険団体連合会又は青森県社会保険

診療報酬支払基金を通じて医療機関等に支払

うものとする。 
２・３ 略 ２・３ 略 
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７ 議案第４４号関係 

おいらせ町営住宅管理条例 新旧対照表（抜粋） 

改 正 案 現   行 

（入居者の資格） （入居者の資格） 
第５条 略 第５条 略 
２ 前項に規定する老人等は、次の各号のいず

れかに該当する者とする。 
２ 前項に規定する老人等は、次の各号のいず

れかに該当する者とする。ただし、身体上又

は精神上著しい障害があるために常時の介

護を必要とし、かつ、居宅においてこれを受

けることができず、又は受けることが困難で

あると認められる者を除く。 
(1)～(8) 略 (1)～(8) 略 

 ３ 町長は、入居の申込みをした者が前項ただ

し書に規定する者に該当するかどうかを判

断しようとする場合において必要があると

認めるときは、当該職員をして、当該入居の

申込みをした者に面接させ、その心身の状

況、受けることができる介護の内容その他必

要な事項について調査させることができる。 
 ４ 町長は、入居の申込みをした者が第2項た

だし書に規定する者に該当するかどうかを

判断しようとする場合において必要がある

と認めるときは、他の市町村に意見を求める

ことができる。 
３ 略 ５ 略 
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８ 議案第４５号関係 

おいらせ町公共下水道の構造の基準を定める条例 新旧対照表（抜粋） 

改 正 案 現   行 

（趣旨） （趣旨） 
第１条 下水道法（昭和３３年法律第７９号）

第７条第３項に規定する条例で定める公共下

水道の構造の技術上の基準は、この条例の定

めるところによる。 

第１条 下水道法（昭和３３年法律第７９号）

第７条第２項に規定する条例で定める公共下

水道の構造の技術上の基準は、この条例の定

めるところによる。 
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９ 議案第４８号関係 

水槽付消防ポンプ自動車（百石第３分団）購入契約の締結について 

 

 

開 札 執 行 日

入 札 執 行 者

番 号 ・ 件 名

納 入 場 所 地内

入札書比較価格

(予定価格の税抜）

順位

6

6

4

1

2

3

4

　　落札額　51,350,000円（税抜）　　契約額　　56,485,000円（税込）

※　入札書比較価格及び入札金額には消費税額が含まれていない。

三共防災株式会社 51,800,000

いすゞ自動車東北株式会社 青森支社　十和田
支店 辞退

株式会社荒沢商会 51,700,000

青森日野自動車株式会社 八戸営業所 辞退

青森三菱ふそう自動車販売株式会社 八戸営業
所 辞退

株式会社善知鳥防災 辞退

互光産業株式会社 51,570,000

有限会社丸栄消機 51,800,000

株式会社八戸鉄工所 51,350,000 落札

三栄防火機材株式会社 51,900,000

有限会社大坂室内 51,900,000

予定価格(税込） 金　57,200,000 円

入 札 者 氏 名
入 札 結 果

備 考
金 額

物 品 第 32 号 水槽付消防ポンプ自動車CD-Ⅰ型（百石第3分団）購入

おいらせ町

金　52,000,000 円

中下田

入　開　札　一　覧　表

令和 8年 8月19日

財政管財課長　田中　淳也  入札立会者 会計管理者　澤頭　則光


